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1.  平成21年3月期第2四半期の業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 財政状態 

  

(1) 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 4,139 ― △38 ― △47 ― △253 ―
20年3月期第2四半期 4,116 ― 96 ― 85 ― 13 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益
円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 △175.52 ―
20年3月期第2四半期 9.51 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 4,647 1,910 41.1 1,321.07
20年3月期 4,847 2,209 45.6 1,527.32

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  1,910百万円 20年3月期  2,209百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 30.00 30.00
21年3月期 ― ― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 30.00 30.00

3.  平成21年3月期の業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 8,263 0.8 37 △78.0 16 △89.8 △212 ― △146.57

4.  その他 
(1) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

(注)詳細は３ページ、定性的情報・財務諸表等４．その他をご覧ください。  

(2) 四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

(注)詳細は３ページ、定性的情報・財務諸表等４．その他をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  1,449,168株 20年3月期  1,449,168株
② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  2,829株 20年3月期  2,754株
③ 期中平均株式数（四半期累計期間） 21年3月期第2四半期  1,446,377株 20年3月期第2四半期  1,446,701株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
1.通期業績予想は平成20年5月12日発表の業績予想から修正しております。詳細は平成20年10月31日に開示いたしました、「特別損失の発生及び業績予想の修正のお
知らせ」をご参照ください。 
2.上記に記載しました予想数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績等は、業況の変化により上記予想数値と異
なる場合があります。なお上記予想に関する事項は添付資料の３ページをご覧ください。 
3.当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）
を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四半期財務諸表を作成しております。  



定性的情報・財務諸表等

１．経営成績に関する定性的情報

　当第２四半期(６ヶ月)におけるわが国経済は、米国のサブプライム問題に端を発した金融市場の混乱に加え、原材

料・エネルギー価格が高止まりしており、実体経済への影響も大きくなっております。

　外食業界におきましても、ガソリン価格の高騰等による外食機会の減少、企業間競争の激化、食品偽装問題、材料

費の高騰、労働者不足による人件費の高騰等、厳しい経営環境が続いております。

　このような環境におきまして当社は、「高収益事業構造の構築」を目標に、サービス力の向上を目指して、引き続

き新入社員、パート社員の採用を行うとともに、店舗のＣＱＳレベルの底上げに取り組んでまいりました。

　出店につきましては、20年４月に千葉県流山市に「流山前ヶ崎店」、20年７月に千葉県千葉市中央区に「ＧＬＯＢ

Ｏ蘇我店」を出店しました。また、新業態として、20年４月に栃木県宇都宮市に「カフェダイニング　マリアテラス」

を出店いたしました。

　既存店につきましては、賃貸借契約の満了に伴い群馬県伊勢崎市の「伊勢崎宮前店」１店舗を閉店いたしました。

　ガソリン価格の高騰や、原材料価格の高騰に加え景気の減速感による個人消費意欲の減退などの影響が予想以上に

大きく、売上高については既存店が前年比94.9%で推移したこと、新店舗も計画を下回ったことなどから計画を489百

万円下回りました。また、食材価格、エネルギー価格も一段と高騰しており、原材料費、販売費及び一般管理費につ

いてはコントロールしきれず、営業利益は計画に対して148百万円、経常利益については計画に対して144百万円下回

りました。

　また売上の予想以上の落ち込みにより、店舗ごとの収益性についても見直しを行った結果、当第２四半期会計期間

におきまして、17店舗の資産につきまして315百万円の減損損失を計上いたしました。

　この結果、当第２四半期累計期間の売上高は4,139,846千円、営業損失は38,575千円、経常損失は47,722千円、四半

期純損失は253,872千円となりました。

２．財政状態に関する定性的情報

・資産、負債及び純資産の状況

（資産の状況）

　資産は、前事業年度末と比べ199,889千円減少し、4,647,655千円となりました。主な要因は減損損失の計上等

による有形固定資産の減少106,971千円、現金及び預金の減少212,806千円によるものであります。

（負債の状況）

　負債は、前事業年度末に比べ98,536千円増加し、2,736,939千円となりました。主な要因は有利子負債の増加

111,035千円によるものであります。

（純資産の状況）

　純資産は、四半期純損失の計上等により、前事業年度末に比べ298,426千円減少し、1,910,716千円となりまし

た。

・キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末と比べ155,806

千円減少し、212,701千円となりました。、

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、68,392千円となりました。これは主に税引前四半期純損失380,503千

円及び減損損失315,037千円を計上したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は287,680千円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出

321,105千円を計上したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は63,481千円となりました。これは主に長期借入金による収入600,000千

円、借入金の返済による支出488,695千円を計上したことによるものであります。 
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３．業績予想に関する定性的情報

　下半期につきましては、エネルギー価格や原材料価格の高騰につきましては、一段落すると見込まれるものの経済

の先行き不透明による消費意欲の減退など、まだまだ厳しい状況は続くと見込まれます。当社としましては、新メ

ニューの投入や折込チラシ等の販促を継続し、売上高の確保を行うとともに、出店計画の見直しや経費削減に取り組

み、利益確保に努める所存でございます。

　通期の業績予想につきましては第２四半期累計期間の業績を勘案し業績予想の見直しを行った結果、平成20年５月

12日に発表しました業績予想を修正しております。詳細につきましては、平成20年10月31日別途開示の「特別損失の

発生及び業績予想の修正のお知らせ」をご参照ください。

　なお業績予想につきましては、発表日現在におきまして入手可能な情報に基づき作成したものでありますので、実

際の業績は今後さまざまな要因によって予想数値と異なる可能性があります。

４．その他

（１）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

①　退職給付引当金の計上基準

　当期末における退職給付債務(従業員の自己都合による期末要支給額)の見積額に基づく年間引当金繰入予定額

を期間按分して算定しております。

（２）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①　当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」

に従い四半期財務諸表を作成しております。

②　原材料については、従来、最終仕入原価法によっておりましたが、第１四半期会計期間より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、最終仕入原価法(貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)により算定しております。これによる損益への

影響はありません。

③　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

が平成20年４月１日以後開始する事業年度に係る四半期財務諸表から適用することができるようになったこと

に伴い、第１四半期会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によってお

ります。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。これによる損益への影響は軽微であり

ます。

なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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５．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 580,201 793,007

売掛金 16,111 16,233

原材料 27,185 23,384

その他 210,518 193,252

流動資産合計 834,016 1,025,877

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,057,619 2,865,663

構築物 785,439 733,729

その他 734,398 709,940

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,302,338 △1,927,243

有形固定資産合計 2,275,119 2,382,090

無形固定資産 205,125 213,482

投資その他の資産   

差入保証金 757,797 759,707

その他 575,597 466,386

投資その他の資産合計 1,333,395 1,226,094

固定資産合計 3,813,639 3,821,667

資産合計 4,647,655 4,847,545

負債の部   

流動負債   

買掛金 219,308 236,141

短期借入金 240,000 440,000

1年内返済予定の長期借入金 522,372 505,508

未払金 301,987 305,139

未払法人税等 32,072 59,000

賞与引当金 58,052 68,169

その他 98,341 98,443

流動負債合計 1,472,133 1,712,402

固定負債   

長期借入金 952,297 658,126

退職給付引当金 64,127 58,230

役員退職慰労引当金 126,167 123,840

その他 122,214 85,803

固定負債合計 1,264,805 925,999

負債合計 2,736,939 2,638,402



（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 579,900 579,900

資本剰余金 496,182 496,182

利益剰余金 840,215 1,137,480

自己株式 △5,193 △5,144

株主資本合計 1,911,104 2,208,417

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △387 725

評価・換算差額等合計 △387 725

純資産合計 1,910,716 2,209,143

負債純資産合計 4,647,655 4,847,545



（２）四半期損益計算書 
（第２四半期累計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 4,139,846

売上原価 1,293,542

売上総利益 2,846,304

販売費及び一般管理費 2,884,880

営業損失（△） △38,575

営業外収益  

受取利息 625

受取配当金 68

受取賃貸料 13,416

その他 2,107

営業外収益合計 16,217

営業外費用  

支払利息 14,392

賃貸収入原価 10,018

その他 953

営業外費用合計 25,365

経常損失（△） △47,722

特別損失  

固定資産除却損 8,219

減損損失 315,037

その他 9,523

特別損失合計 332,780

税引前四半期純損失（△） △380,503

法人税、住民税及び事業税 20,914

法人税等調整額 △147,545

法人税等合計 △126,631

四半期純損失（△） △253,872



（第２四半期会計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 2,173,389

売上原価 682,831

売上総利益 1,490,558

販売費及び一般管理費 1,487,835

営業利益 2,722

営業外収益  

受取利息 110

受取配当金 0

受取賃貸料 7,023

その他 848

営業外収益合計 7,982

営業外費用  

支払利息 8,072

賃貸収入原価 4,578

その他 136

営業外費用合計 12,787

経常損失（△） △2,081

特別損失  

固定資産除却損 8,219

減損損失 315,037

その他 9,523

特別損失合計 332,780

税引前四半期純損失（△） △334,862

法人税、住民税及び事業税 9,980

法人税等調整額 △129,196

法人税等合計 △119,216

四半期純損失（△） △215,646



（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純損失（△） △380,503

減価償却費 147,724

減損損失 315,037

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,117

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,327

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,896

受取利息及び受取配当金 △694

支払利息 14,392

固定資産除却損 8,219

売上債権の増減額（△は増加） 5,705

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,800

仕入債務の増減額（△は減少） △16,833

未払金の増減額（△は減少） 2,989

その他 43,013

小計 133,358

利息及び配当金の受取額 694

利息の支払額 △14,942

法人税等の支払額 △50,717

営業活動によるキャッシュ・フロー 68,392

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △163,003

定期預金の払戻による収入 220,003

有形固定資産の取得による支出 △321,105

差入保証金の差入による支出 △28,000

差入保証金の回収による収入 29,910

その他 △25,485

投資活動によるキャッシュ・フロー △287,680

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000

長期借入れによる収入 600,000

長期借入金の返済による支出 △288,965

リース債務の返済による支出 △2,680

自己株式の取得による支出 △48

配当金の支払額 △44,824

財務活動によるキャッシュ・フロー 63,481

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △155,806

現金及び現金同等物の期首残高 368,507

現金及び現金同等物の四半期末残高 212,701



　当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に従い四

半期財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

－ 1 －



「参考資料」

前年同四半期に係る財務諸表

（１）中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

区分 金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高  4,116 100.0

Ⅱ　売上原価  1,288 31.3

売上総利益  2,828 68.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費  2,732 66.4

営業利益  96 2.3

Ⅳ　営業外収益  5 0.1

Ⅴ　営業外費用  15 0.3

経常利益  85 2.1

Ⅵ　特別利益  0 0.0

Ⅶ　特別損失  27 0.7

税引前中間純利益  58 1.4

法人税、住民税及び事業税 54   

法人税等調整額 △10 44 1.1

中間純利益  13 0.3

－ 2 －



（２）中間キャッシュ・フロー計算書

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

区分 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

 

　税引前中間純利益 58,510

　減価償却費 131,179

　減損損失 27,665

　賞与引当金の増減額（△は
減少）

51

　役員退職慰労引当金の増加
額（△は減少）

1,800

　退職給付引当金の増減額
（△は減少）

9,345

　受取利息及び受取配当金 △273

　支払利息 12,888

　売上債権の増減額（△は減
少）

△1,487

　たな卸資産の増減額（△は
減少）

4,248

　仕入債務の増減額（△は減
少）

△14,941

　未払金の増減額（△は減
少）

△1,947

　その他 △17,031

小計 210,007

　利息及び配当金の受取額 273

　利息の支払額 △12,954

　法人税等の支払額 △88,074

営業活動によるキャッシュ・
フロー

109,252

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

 

　定期預金の預入による支出 △183,000

　定期預金の払戻による収入 210,000

　有形固定資産の取得による
支出

△140,756

　差入保証金の増加による支
出

△11,171

　差入保証金の減少による収
入

24,873

　その他 △36,251

投資活動によるキャッシュ・
フロー

△136,305

－ 3 －



前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

区分 金額（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

 

　長期借入れによる収入 400,000

　長期借入れの返済による支
出

△262,682

　自己株式の取得による支出 △67

　配当金の支払額 △42,779

財務活動によるキャッシュ・
フロー

94,470

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額
（又は減少額）

67,418

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残
高

424,522

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残
高

491,940

－ 4 －
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